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Ⅰ 財務書類の作成について 

 

 

１ 目的 

現金主義を基本とした地方公共団体における通常の予算・決算書類では、施策・事業とそ

の財源については説明されるものの、保有する資産や地方債残高等の負債の状況、資産の形

成に結びつかない行政サービス等のコストを一体的かつ包括的に把握することは困難です。 

企業会計手法を用いた貸借対照表等の財務書類を作成することにより、 

①発生主義に基づき、減価償却、各種引当金等を含むフルコストの把握 

   ②資産・負債の総体での一覧的把握 

   ③第三セクター等を含めた連結ベースでの財務状況の把握 

等が可能となります。 

また、財務情報に係る説明責任や内部統制の強化を図り、財政の効率化・適正化に資する

ことを目的としています。 

 

２ 沿革 

本県の財務書類作成への取り組みは早く、平成１１年度決算から貸借対照表及び行政コスト計

算書等の作成を始めました。 

平成１７年度決算からは、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会

報告書」に示された作成要領に基づき、普通会計貸借対照表、普通会計行政コスト計算書及び公

社・第三セクター等を含めた連結貸借対照表を作成しました。 

平成２０年度決算からは、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」等に示された作成

要領に基づいた「総務省方式改訂モデル」により、普通会計及び連結財務書類を作成しました。 

平成２８年度決算からは、総務省の要請に応え、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提

とした「統一的な基準」に基づく、現在の財務書類を作成しています。 

 

３ 財務書類作成にあたっての変更等 

 全体会計に下水道事業が追加されました。 
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４ 各財務書類の対象範囲 
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５ 財務書類４表相互の関連 

以下のとおり相互に関連しています。 

 

      貸借対照表      行政コスト計算書    純資産変動計算書    資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産 

 

うち 

現金 

預金 

 

 

 

 

 

負債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

    経常費用     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

前年度末残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

  業務活動収支   

         

    経常収益     

         

純行政コスト 

         

  投資活動収支   

         

    臨時損失     

         

      財源        

         

  財務活動収支   

         

    臨時利益     

         

固定資産等の変動 

         

  前年度末残高   

 

純資産 

 

純行政コスト 

         

本年度末残高 

         

  本年度末残高   

                                                                        + 

本 年 度 末  

歳計外現金残高    

注１）貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に本

年度末歳計外現金残高を加えたものと一致します。 

注２）貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と一致します。 

注３）行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 
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